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第４回合併協議会で

承認された事務事業のすり合わせ

調整案をお知らせします�

総務関係�
事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１�一般職の職員の身分
の取扱い�

一般職の職員は、合併特例法第９条
第１項の規定により、新市の職員と
して身分を引き継ぎます。��
佐久下水道組合の職員についても、
新市の職員として引き継ぎます。�

平成16年４月１日職員見込数��
佐久市　　　　　486人（参考：浅間病院　320人）��
臼田町　　　　　175人��
浅科村　　　　　　81人��
望月町　　　　　151人��
佐久下水道組合　　18人��
合計　　　　　　911人��
〈参考〉��
16年度定年退職者　　　　10人��
17～26年度定年退職者　355人�

２�特別職の身分の取扱
い（市町村長・助役
・収入役・教育長）�

市町村長・助役・収入役及び教育長
の身分については、法令の定めると
ころによります。�

☆ 合併日の前日に失職となります。��
１．新市の市長について��
　　新市の市長の選挙については、新市設置の日から50日以内に行います。
２．新市の市長の職務執行者について��
新市の市長が選挙されるまでの間は、市長不在を防ぐため、４市町村
長の長であった者の中から、協議により定められた者が新市の市長の
職務を行います。��

３．新市の助役・収入役について��
新市の市長の職務執行者は、助役・収入役を選任できません。新市の
市長が選挙されてから、議会の同意を得て、助役・収入役の選任を行
います。ただし、収入役が欠けた時は、必ずその職務を代理する者を
置くこととなっているため、合併日に新市の職務執行者が収入役職務
代理規則を専決処分して、当該規則に基づき収入役職務代理者を指定
します。�



事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

３�特別職の身分の取扱い
�（教育委員会・選
挙管理委員会・固定
資産評価委員会・公
平委員会の委員及び
監査委員）�

委員の身分については、法令の定め
るところによります。�

委員は特別職であり、合併日の前日に失職となります。合併後、
新たに選任または選挙されることとなりますが、新設合併の場
合は、「教育委員会の最初の委員」「議会において選挙される
までの間の選挙管理委員会の委員」「固定資産評価審査委員会
の委員」は、新市の市長の就任を待たずに、合併時に法令に基
づく臨時的な特別選任手続きにより、一定期間その職務を行い
ます。�

４�特別職の報酬等の取
扱い��
（市町村長・助役・
収入役・教育長）�

新市の市長・助役・収入役及び教育
長の報酬については、右のとおりと
しますが、当分の間１０％の抑制措
置を行うこととします。��
なお、すみやかに特別職等報酬審議
会において報酬額の協議を行います。
新市の市長の職務執行者の報酬は、
新市の市長の報酬としますが、抑制
措置の額とします。�

町　長　784,000円（627,930円）／月�
助　役　632,000円（562,400円）／月�
教育長　553,000円（492,100円）／月�
�
※（ ）内は、平成15年４月１日から実施して
いる抑制措置適用による支給額です。なお、現
在、収入役を置いていません。�

市　長　969,000円／月　　　872,000円／月��
助　役　788,000円／月　　　709,000円／月��
収入役　696,000円／月　　　626,000円／月��
教育長　686,000円／月　　　617,000円／月�

５�特別職の報酬の取扱い�
（教育委員会・選挙
管理員会・固定資産
評価審査委員会・公
平委員会の委員及び
監査委員）�

新市の委員の報酬については、右の
とおりとしますが、すみやかに特別
職等報酬審議会の協議に準じて、報
酬額の協議を行います。�
臨時的な委員報酬についても、同額
とします。�

教育委員会の委員�
　委員長　31,600円／月　委　員　20,100円／月�
選挙管理委員会の委員�
　委員長　　7,633円／月　委　員　　5,791円／月�
監査委員�
　議会選任　20,100円／月　識見者　30,200円／月�
固定資産評価審査委員会の委員　   6,400円／日�

教育委員会の委員�
　委員長　　93,400円／月　　　委　員　63,700円／月�
選挙管理委員会の委員�
　委員長　　48,200円／月　　　委　員　34,900円／月�
監査委員�
　議会選任　46,800円／月　　　識見者　95,500円／月�
固定資産評価審査委員会の委員　　　　　　6,500円／日�
公平委員会の委員　　　　　　　　　　　　6,500円／日�

条例に規定される給料� 抑制措置適用による支給額（△１０％）�

�４．新市の教育長について��
最初の教育長は、教育委員会の委員が議会の同意を得て任命されるま
での間、新市の市長の職務執行者によって臨時に選任された教育委員
の互選によって決められます。�
臨時に選任された委員の任期は、新市設置後、長の最初の選挙後、最
初に招集された議会の会期の末日までとします。�

６�条例・規則等の取扱
い�

条例・規則等については、合併協議
会において協議、承認された調整内
容に基づき、新市における事務事業
に支障をきたさぬよう整備するもの
とします。�

新市発足時には、４市町村の条例・規則等は全てその効力を失
うこととなるため、新市において新たに条例・規則等を制定し、
施行させます。��
施行の方法による区分��
１．合併と同時に市長職務執行者の専決処分または職権により、即時制定
　　し施行させるもの��
２．一定の地域に暫定的に施行させるもの��
３．合併後逐次制定し、施行させるもの�

条　例　　174�
規　則　　113�
その他　　154�
　計　　　441
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

７�同報無線・�
公用有線広報�

３町村（臼田町・浅科村・望月町）
で実施しています。�
合併時、臼田町・浅科村・望月町の
区域で現行どおり実施します。�
ただし、合併後における情報化の進
捗状況を見ながら、そのあり方を検
討します。�

・町村から定時放送、火災時などの緊急放送、各区の放送など
　により、各家庭に情報を伝えています。�
・同報無線・公用有線放送に代わる火災時などの緊急放送の手
　段ができるまで存続させます。�

住民に対し、有線放送により行事等の連絡、広報を行う際の利用者負担金�
   負担金額　年3,150,000円�

１．概要�
望月町有線放送農業共同組合が行う有線放
送事業を利用して、役場より各家庭に情報
を伝えます。�

２．内容�
　　町から組合に対し、放送を依頼�
　　（朝、昼、夜の必要時）�
　　・町主催による開催行事等のお知らせ�
　　・お悔やみの告知（告別式）�
　　・火災、行方不明者捜索等の緊急放送�
　　・その他町民への情報提供等�

８�公用有線広報利用負
担金�
（望月町有線放送）�

望月町で負担しています。�
合併時、現行どおりとします。�

９�望月町有線放送公用
有線電話使用負担金�

望月町が単独で実施しています。�
合併時、現行どおりとします。�

１．概要�
望月町有線放送農業協同組合が実施する有線放送事業に対する電話回線使用料。現在、望月町内93%の世帯が
利用しており、各世帯には有線電話機のほか専用スピーカーが設置され、町の行事や緊急時の放送が行われて
います。庁舎内をはじめ関係施設において計86回線使用。　�

�
２．１回線当たりの負担額　　21,600円/年�
　　　86回線分　　　　　1,857,600円/年�

１０�なんでもポスト� ３町村（臼田町・浅科村・望月町）
で実施しています。�
合併時、現行どおりとします。�

臼田・浅科・望月の３支所で実施します。� １．概要�
町内７公共施設に「なんでもポスト」（投
書箱）を設置し、設置施設に対する苦情等、
また、町行政全般に対する意見等を広聴し
ます。�

２．回収　毎月�
３．内容検討�
助役、掲載内容を担当する課長、係長、総
務課長、企画係長等が内容、改善策等を協
議します。�

４．設置施設�
望月町役場、春日支所、駒の里ふれあいセ
ンター、総合支援センター、国民宿舎もち
づき荘、交流センターゆざわ荘、布施温泉�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１１�金融機関の指定� ４市町村間で指定している金融機関
に差異があります。�
合併時までに新市に店舗を置く金融
機関であることを前提にし、指定金
融機関は㈱八十二銀行、指定代理金
融機関は佐久浅間農業協同組合、収
納代理金融機関は、前記金融機関以
外で既に指定を受けている金融機関
とします。�

１．指定金融機関の指定は実施していません。�
２．「公金収納事務取扱いに関する契約」の締
　　結により出納処理�
３．国庫支出金の受入は、㈱八十二銀行、長野
　　県信用組合、佐久浅間農協で１年ごとの輪
　　番制�

金融機関の指定（案）についての意見等�
（１）指定金融機関…県内の中核的な金融機関として株式上場をしており、
　　　住民の利用度も高い㈱八十二銀行を指定します。�
（２）指定代理金融機関…指定金融機関に金融事故・ﾄﾗﾌﾞﾙ等が生じた場合
　　　に、公金の収納及び支払いの事務の一部を扱わせる金融機関を指定
　　　します。当該金融機関として、新市に本店を有し、利用件数も多い
　　　金融機関である佐久浅間農業協同組合を指定します。�
（３）収納代理金融機関…上記以外の５金融機関を指定します。�
　　　（日本郵政公社信越支社、㈱長野銀行、上田信用金庫、長野県信用
　　　組合、長野県労働金庫）�
※（１）から（３）の金融機関で指定店及び指定代理店並びに収納代理店
については、別に契約で定めるものとします。�

１２�過疎地域自立促進計
画�

望月町のみ実施しています。�
合併時、現行どおりとします。�
（望月町の区域のみ）�

平成12年度～平成21年度までの10年間の時限立法�
�
前期計画　平成12年度～平成16年度を策定済み�
�
後期計画　平成17年度～平成21年度まで�
　　　　　平成16年度に策定�
�
前期の主な事業�
　平成12年度～14年度�
　老人福祉拠点施設整備事業�
　14億4,287万7,000円�

後期計画策定にあっては、新市建設計画との整合性をはかります。�
〈参考〉過疎地域自立促進特別措置法（過疎法）上の合併特例について（平
成12年４月１日から平成22年３月31日まで）�
・市町村の合併があった場合の特例（過疎法第33条第２項）�
過疎地域の市町村を含む合併があった場合には、合併市町村が過疎地域
に該当しない場合であっても、合併市町村のうち旧過疎地域のみを過疎
地域とみなして、過疎法上の措置をすべて適用する。�

１３�個人市町村県民税の
賦課�

佐久市と他の３町村（臼田町、浅科
村、望月町）で納期に相違がありま
す。　�
合併時、納期を統一します。�
�
※地方税法の改正により、均等割の
税率は平成16年度課税から人口区分
を廃止し、3,000円に統一されるの
で問題点はありません。�

１． 均等割の税率　3,000円�
　　（平成16年度税法改正により、全市町村とも一律3,000円）
　　　－地方税法による課税�
２．納期�
　　１期　　6月16日から同月30日�
　　２期　　8月16日から同月31日�
　　３期　 10月16日から同月31日�
　　４期　 12月16日から同月28日�
＜参考：平成15年度均等割税率＞�
・佐久市　2,500円�
      （標準税率：人口５万人以上50万人未満の市）�
・３町村　2,000円�
      （標準税率：人口５万人未満の市と町村）�

１．地方税法に基づく課税�
�
２．税率�
（１）均等割　2,000円（標準税率）�
（２）所得割�
　　200万円以下　３％（標準税率）�
　　200万円を超え700万円以下　８％（標準
　　税率）�
　　700万円を超え　10％（標準税率）�
３．納期�
　　１期　 ６月１日から同月30日�
　　２期　 ８月１日から同月31日�
　　３期　 10月１日から同月31日�
　　４期　 12月１日から同月25日�
４．納税義務者数（平成15年７月１日現在）�
　　均等割のみ　　　　　 980人�
　　所得割のみ　　 　　　841人�
　　均等割・所得割　　　2,778人�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１４�固定資産評価審査委
員会�

４市町村とも同様に設置しているた
め問題ありません。�
合併時、地方税法・条例・規則の規
定により新市において設置します。�

委員定数は３名とします。�
・長野市　　　６名　　　　その他の市　３名�
＜参考：地方税法＞�
・委員会の定数は３名以上とする。�
・審査の申し出の事件は、３名の合議体で構成し、取り扱う。�

１．目的�
固定資産課税台帳に登録された価格につい
ての納税者の不服を市町村長から独立した
第三者の目で見直すために設置。�

２．委員　学識経験者　３名�
３．委員構成�
　　委員長、職務代理、委員�
　　書記（税務課職員）　２名�
４．委員報酬　6,400円／日�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１�交流センター使用料�望月町が単独で実施しています。�
合併時、新たな基準を設け料金を設
定します。なお、隣保館と併設のた
め隣保館使用料と同程度とします。�

１．施設名�
　　望月町交流センター（隣保館に併設）�
�
２．施設の目的�
　　町民の交流を促進し、相互の理解と融和の
　　もとに地域活動を推進し、豊かな町づくり
　　に役立てます。�
�
３．使用料�

使用料金の設定にあたっては、社会教育施設の使用料に準じ、
基礎となる１時間あたりの平米単価を統一します。また、隣保
館と一体的な施設であり、隣保館使用料と同程度とします。�
開館時間及び閉館時間については、地域の実情にあわせた時間
帯で設定します。�

民生関係�

区    分�

多目的利用室１�

※冬期使用料とは暖房設備使用時の料金をいいます。�

多目的利用室２�

研 修 室�

夏期� 600�

800�

600�

800�

300�

500

600�

800�

600�

800�

300�

500

800�

1,000�

800�

1,000�

400�

500

冬期�

夏期�

冬期�

夏期�

冬期�

午前9時�
～正午�

正午�
～午後5時�

午後5時�
～10時�
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１� ・事業の目的�
　社会福祉法に基づく第２種社会福祉事業の実施�
・補助算定基礎�
　社会福祉協議会運営のため、人件費、事務費
　を補助金として交付。�
（人件費）�
・会長報酬　　なし�
・職員　７名�
　　町職員　４名�
　　（局長・係長・福祉活動専門員・地域福祉
　　活動専門員）�
　　社協職員　３名�
　　（ボランティアコーディネーター・ヘルパー）�
・臨時ヘルパー　１名�
（事務費）�
　　事務所維持管理費（光熱水費・共益費）�

社会福祉協議会補助
金�

４市町村とも実施していますが、補
助基準に差異があります。�
合併時、補助交付基準を設け、地域
福祉事業に関する人件費・事務費に
ついて予算の範囲で補助をします。�

１．事業目的�
　　社会福祉法に基づく第２種社会福祉事業の実施�
２．補助算定基礎�
　　新市社会福祉協議会が実施する地域福祉事業に関する人件
　　費と事務費について、新市において補助金交付基準を設け
　　補助金として交付します。�
３．補助対象者�
　　新市社会福祉協議会�

２�ふれあいのまちづく
り事業補助金�

佐久市が単独で実施しています。�
合併時、佐久市の例により実施しま
す。�

１．事業目的�
　　地域福祉コーディネーターを設置して地域福祉の企画・調査・
　　連絡調整・啓発及び各種相談事業等地域福祉の充実と発展
　　を図ることを目的として行う事業。�
２．補助算定基礎�
　　職員人件費１名分�
　　ふれあいのまちづくり推進委員報酬�
　　相談員等賃金�
　　ふれあいいきいきサロン助成金分�
３．その他�
　　新市社会福祉協議会が実施する「ふれあいのまちづくり事業」
　　の事業費に対し、補助対象上限額6,000千円の国・県の補助
　　（補助率２／３）を新市社会福祉協議会が直接受け、残り
　　の事業費を新市が補助をします。�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

保健福祉関係�

３�ボランティアセンタ
ー活動事業補助金�

浅科村が単独で実施しています。�
合併時、浅科村の例により実施しま
す。�

１．概要�
　　ボランティア活動を推進し、地域における福祉コミニティ
　　の形成を図ることを目的とした新市社会福祉協議会の事業
　　に対し補助をします。�
２．補助算定基礎�
　　ボランティア推進協議会委員報酬�
　　次の事業に関する経費�
　　①ボランティア情報誌発行　②相談・登録・斡旋　③養成・
　　研修　④福祉救援ボランティア活動促進　⑤夏の親子ボラ

－6－



事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

４�肢体不自由児父母の
会補助金�

臼田町が単独で実施しています。�
新市として身体障害者福祉協会へ補助を交付するため、合併時廃止します。�

５�地域支え合い活動組
織化モデル事業�

臼田町が単独で実施しています。�
新市社会福祉協議会が主体的事業として取り組むボランティア育成等を目的とした各種事業において対
応するため、合併時廃止します。�

６�福祉教育推進事業� 臼田町が単独で実施しています。�
新市社会福祉協議会が主体的事業として取り組む福祉教育推進等を目的とした各種事業において対応す
るため、合併時廃止します。�

７�通園通所費等補助事
業（村単独分）�

浅科村が単独で実施しています。�
県補助事業である「通園通所費補助」等の各種補助事業の利用や、ホームヘルプサービスなど既存サー
ビスの利用促進を図るなどして対応するため、合併時廃止します。�

８�障害児・者施設訪問
看護サービス事業�

臼田町が単独で実施しています。�
合併時、臼田町の例により実施しま
す。�

１．事業目的�
　　障害児・者施設に通園通所する障害児・者の保護者等の付
　　添い看護の負担を軽減するため、主治医の指示に基づき施
　　設で行う経菅栄養・痰の吸引・導入など比較的短時間かつ
　　定時の対応で処置が終了する行為に対して助成を行い、重
　　度障害児・者等の社会参加を支援します。�
２．補助基準額�
　　１日の医療的ケアに要する時間が30分以内：4,250円�
　　１日の医療的ケアに要する時間が30分を超え60分以内：8,300円�

浅科村が単独で実施しています。�
合併時、浅科村の例により実施しま
す。�

　　ンティア体験教室・ボランティアのつどい等その他の活動�
３．事業年度�
　　平成15年度～平成17年度の３ヵ年事業であり、新市におい
　　ては平成17年度のみ実施。�
４．その他�
　　新市社会福祉協議会が実施する「ボランティアセンター活
　　動事業」の事業費に対し、補助対象上限額3,200千円に国・
　　県補助（補助率２／３）を新市社会福祉協議会が直接受け、
　　残りの事業費を新市が補助します。�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

経済関係�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１．概要�
　　老人保健福祉局長通知（平成12年老発第474号）に基づき、
　　社会福祉法人等が行う介護サービスを利用する低所得者に
　　対し、サービス利用料を半額に減免します。�
２．対象者�
　　下記の条件を満たす社会福祉法人等の行う介護サービスを
　　利用する者�
　　・世帯全員が市民税非課税で合計所得金額が０円である者�
　　・市民税課税者と生計を共にしていない者�
　　・市民税課税者に税法上及び医療保険上扶養されていない者�
　　・資産、貯金が過大でない者　�
３．その他�
　　事務処理方法については佐久市の例に統一して実施します。�

９�低所得利用者負担対
策�

4市町村とも国の制度に基づき実施
していますが、佐久市・臼田町・浅
科村と望月町の対象者に差異があり
ます。�
合併時、対象者を統一して実施しま
す。�

◎社会福祉法人等による介護保険の利用者負担
　軽減事業��
１．対象者��
　　社会福祉法人等が行う介護保険サービスを
　　利用する被保険者で、世帯員全員が非課税
　　で年間収入が62万円以下である者��
２．対象サービス��
　　訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、
　　介護福祉施設サービス��
３．減免額��
　　利用料の半額��
※平成16年度より、対象者について3市町村と
　同様の取扱いとする予定です。�

１�償却資産の課税免除
・不均一課税�

低開発地域工業開発地区（低工地区）
について、望月町は指定されていま
せん。他の３市町村は課税免除等を
行っており、内容は同一です。�
農村地域工業等導入地区（農工地区）
は、４市町村とも行っていますが内
容に差異があります。�
低工地区の不均一課税は、17年度課
税分をもって終了するため、平成17
年度の税率は　0.56/100　とします。�
農工地区については、「農村地域工
業等導入促進法」により、税率は　
初年度0/100   ２年度0.28/100  ３年
度0.56/100　とします。�

農村地域工業等導入促進法関係�
・農村工業等導入地区�
　茂田井地区（面積24.8ｈａ）�
・期間　計画策定より３３年間�
　茂田井地区（策定日：昭和60年７月15日）�
・要件　新増設した工業生産設備でその取得額
　が3,000万円を超えるもの�
�
　上記に該当する場合、固定資産税が課される
　こととなった年度以後３か年度の課税を免除
　します。�

低工地区の不均一課税は、17年度課税分をもって終了となります。�
農工地区については、国における制度の適用期限の延長が続け
られていますが、財政力指数による５年ごとの減収補填地区指
定要件の見直しにより、該当地区より外れる可能性があります。�
新市において新たな助成制度を定めます。�

８�障害児・者施設訪問
看護サービス事業�

ただし、対象者の所得が特別児童扶養手当等の支給に関する法律の規
定に基づく特別障害児手当の所得制限額を準用した所得以上の場合は、
基準額に10分の７を乗じて得た額以内とします。�

３．その他�
　　県補助対象事業　補助率：１／２�
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佐久市・臼田町で策定されています
が、新市の計画を策定する必要があ
ります。�
都市計画法に基づき、合併後２年以
内に都市計画マスタープラン及び都
市計画道路整備プログラムの策定を
行います。�

２�各種都市計画プラン
策定�

合併後２年以内に浅科村・望月町を含めた新市の都市計画区域、
準都市計画区域、用途地域の指定の策定を行います。�

１� ・若駒児童公園�
・ジリの木広場�
・布施温泉公園�
�
規定がないため、使用（占用）料は徴収してい
ません。�

公園使用料� 佐久市・臼田町が実施しており、市
町村間で差異があります。�
合併時、新市において統一した新た
な条例を制定します。�

・佐久市の公園使用料は、昭和53年より改訂されておらず、今
　回料金改定を行います。�
【街区公園・近隣公園・地区公園】�
・都市公園法第７条第１号から第５号、同施行令第12条に規定　するもの（市
　道路占用料徴収条例による）�
・行商、募金、出店（1,000円/１箇所・１日）�
・業として写真又は映画の撮影（1,000円/１箇所・１日）�
・興業（3,000円/１箇所・１日）�
・展示会、集会、その他催し（2,000円/１箇所・１日）�
・その他市長が必要と認めたもの（その都度市長が定めた額）�
【総合公園・特殊公園及び照明使用料】�
・佐久市の例による�
【公園に施設を設け又は管理する場合】�
・都市公園法第２条第２項、同法施行令第４条に規定するもの（500円/１
　平方メートル・１年）�
�
＊都市公園とは都市計画区域内における公園、都市計画外であっても地方
　公共団体が設置した都市計画施設で条例に定める必要があります。�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

建設関係�

３�都市公園維持管理� ４市町村で実施していますが、禁止
行為、委託方法及び委託先に差異が
あります。�
合併時、禁止行為については新たに
統一した条例を制定し、委託方法及
び委託先については現行どおりとし
ます。�

・禁止行為は、佐久市の例を基本に統一します。（禁止行為：
　破損汚損、竹木伐採・採取、土地形質変更、鳥獣捕獲・殺傷、
　張り紙・貼り札・広告表示、立入禁止区域への立入、指定場
　所以外への車の乗入・駐車、動物を引き連れ・迷惑物品を携
　帯しての入園、公園目的外使用）�
・合併後２年以内にできる限り、一本化した委託方法及び委託
　先の調整を図ります。�
【委託先状況】�
佐久市･･ 榛名平公園（佐久市薬草研究会）�
　　　　 他公園（佐久市振興公社）�
臼田町･･ コスモタワー（業者）�
　　　　 他公園（シルバー人材センター）�
浅科村･･ 泉公園（矢島泉を守る会）�
　　　　 ふるさとの森公園（シルバー人材センター）�
望月町･･ 若駒児童公園（シルバー人材センター）�
　　　　 ジリの木公園（シルバー人材センター）�
　　　　 布施温泉公園（望月町振興公社　H16より）�

公園�
３か所　整備済み�
　　若駒児童公園　0.15ha�
　　ジリの木広場　1.05ha�
　　布施温泉公園　1.40ha�
維持管理�
　若駒児童公園（保健福祉課福祉係所管）�
　ジリの木広場（商工観光課産業振興係所管）�
　※上記２公園は草刈等のみシルバー人材センターに委託
　布施温泉公園（商工観光課布施温泉係所管）�
施設改善�
　修繕はその都度直接発注等により実施�
公園内での禁止行為�
　施設損傷汚損・土地形質変更・土石採取・樹木伐採・
　駐車場以外車輌乗入・ごみ捨て�
公園内で許可が必要な行為�
　物品販売・募金・火気使用・集会類似行為での独占利
用・遊具集団占有２ｈａ以上�
その他の許可�
　なし�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

４�遊歩道維持管理� 佐久市・臼田町・望月町で実施して
いますが、管理先に差異があります。�
合併時､現行どおりとします。�

①春日渓谷滝巡り遊歩道�
　　春日渓谷～百瀬側沿い～大河原山荘前�
　　延長　2.0ｋｍ�
　　管理内容　毎年財産区の協力の下に１～２回の見回
　　　　　　　りを実施�
②大河原峠～将軍平登山道�
　　大河原峠～将軍平�
　　延長　3.0ｋｍ�
　　管理内容　山小屋関係者と遭対協（諏訪地区）で管
　　理を実施�
　　八ヶ岳中信高原国定公園内�

・合併後２年以内にできる限り一本化した管理先の調整を図り
　ます。�
【委託先状況】�
佐久市･･ 信濃路自然歩道（直営）�
　　　　 双子山登山道（直営）�
　　　　 志賀越遊歩道（直営）�
　　　　 ふるさと自然のみち（直営・便所は地元）�
臼田町･･ 広川原地下湖遊歩道（業者）�
　　　　 海から一番遠い地点遊歩道（直営）�
望月町･･ 春日渓谷滝巡り遊歩道（財産区・町）�
　　　　 大河原峠～将軍平（山小屋関係者・遭対協）�

５�公営住宅駐車場使用
料・保証金�

４市町村が実施していますが、使用
料金・保証金に差異があります。�
合併時、新市において統一して実施
します。�

１．施設名�
　　望月町営住宅駐車場（望月団地）�
２．施設の目的�
　　駐車場を整備し、駐車場を必要とする入居
　　者に使用を許可します。�
３．使用料�
　　近傍同種の駐車場の使用料を限度とし、町
　　長が定めるもの�
　１台あたり3,000円／月　駐車台数27台�
４．駐車場使用料保証金　なし�

・使用料：近傍同種の駐車場の使用料を限度とし市長が定める
　ものとします。１台当たり　2,000円／月�
・保証金：駐車場使用料の３か月分�
・保証金は、現入居者からは新たに徴収せず、合併後は佐久市
　の例により使用料の３か月分を徴収します。�

６�小規模集合排水処理
施設整備計画�

望月町が単独で策定しています。�
合併後１年以内に生活排水処理基本
計画に基づき、小規模集合排水処理
施設整備計画を策定します。�

・生活排水処理基本計画は、公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水処理、個別排水、コミニティプラント、
合併処理浄化槽の基本となる計画です。�
１．趣旨�
　　市町村が汚水等を集合的に処理する施設であって、小規模なものの整備促進を図るため、地方単独事業により
　　実施するもの。�
２．事業要件�
　　処理対象戸数が原則として10戸以上20戸未満の規模であること。�
３．事業採択�
　　平成８年４月１日（平成10年12月から併用開始）�
４．計画概略�
　　計画区域　藤巻地区0.9ha�
　　計画戸数　14戸�
５．その他�
　　平成14年度末92.8％（水洗化率）�
　　維持管理業務�
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９�農業集落排水事業地
元負担金�

４市町村が実施していますが内容に
差異があります。�
合併時、既存施設については現行の
内容を尊重し、右記調整案の詳細の
とおりとします。�

１．目的�
  　農業集落排水事業等に要する経費に対し徴
　　収する分担金について定めることを目的と
　　しています。�
２．対象事業�
　  農業集落排水事業の認定を受けて行う補助
　　事業（一部単独事業分あり）�
３．対象者　当該事業により利益を受ける者�
４．分担金　分担金60万円�
５．工事完了後新規に加入する者の取扱い�
　・新規に加入する者は、町に上記の分担金を
　　納めます。�
　・公共桝の設置は自己負担で行った後、町の
　　竣工業者の検査を受け、町に寄付採納します。�
６．その他�
 　 維持管理、修繕工事に係る分については、
　　分担金は徴収しません。�

・現在、農業集落排水事業は佐久市（上平尾地区）のみ実施し
　ており、平成17年度（予定）の上平尾地区の完了をもって事
　業完了の予定です。�
・完了（予定）地区の負担金については、４市町村の例により
　現行どおりとします。�
・佐久市の集落排水施設に新規に加入する者は、佐久市は事業
　完了時に地元負担金の精算は完了しているので地元組合に納
　入します。�
・佐久市以外の町村に新規に加入する者は、地方自治法224条に
　より新市に負担金を納入します。�
・新規加入者の公共マスの設置については、自己負担で設置し
　た後にしゅん工検査を受け、新市に寄付採納してもらいます。�
・新規事業計画地区は、負担金を工事費の30％で徴収します。�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

７�特別会計（小規模集
合排水処理施設整備
事業）�

望月町が特別会計で実施しています
が、今後公営企業会計への移行を図
る必要があります。�
合併時、現行どおりとし、新市にお
いて、公営企業会計に移行していき
ます。�

概要�
　受益者分担金、使用料、一般会計繰入金をそ
の他収入をもってその歳入とし、小規模集合排
水処理施設整備事業費、借入金の償還及び利子、
その他の諸支出をもってその歳出とします。地
方自治法第218条４項の規定により、弾力条項
を適用できます。�

・概ね５年以内に調整を図り公営企業会計に移行します。�
・経営の原則により、下水道事業（公共下水道、農業集落排水、
　個別排水処理、小規模集合排水処理）は、地方財政法上の公
　営企業とされており、その事業に伴う諸収入によってその経
　費を賄い、自立性をもって事業を継続していく独立採算制の
　原則が適用されています。�

８�指定工事店登録等手
数料�
（公共下水道）�

佐久下水道組合（佐久市・臼田町）、
浅科村、望月町で手数料が異なりま
す。�
合併時、右記の調整案の詳細の例に
より統一します。�

１．概要�
　　下水道事業にかかる事務について、当該事
　　務の申請者から、定められた額の手数料を
　　申請の際徴収します。�
２．手数料（各１件につき）�
　　排水設備確認検査手数料　　　　　　0円�
　　指定工事店の指定　　　　　　　5,000円�
　　指定工事店の指定の更新　　　　5,000円�
　　指定工事店証の再交付　　　　　　　0円�
　　責任技術者の登録　　　　　　　3,000円�
　　責任技術者の登録の更新　　　　3,000円�
　　責任技術者の登録の再交付　　　　　0円�

・排水設備確認手数料　（400円）　�
・指定工事店の指定　（10,000円）　�
・指定工事店の指定の更新　（5,000円）　�
・指定工事店証の再交付、書換え交付　（2,000円）　�
・責任技術者の登録　（3,000円）　�
・責任技術者の登録の更新　（3,000円）　�
・責任技術者の登録の再交付、書換え交付　（300円）�
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教育関係�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

１０�小規模集合排水処理
施設整備事業地元負
担金�

望月町が単独で実施しています。�
合併時、右記調整案の詳細のとおり
とします。�

１．目的�
　　小規模集合排水処理施設整備事業等に要す
　　る経費に対し徴収する分担金について定め
　　ることを目的とします。�
２．対象事業�
　　小規模集合排水処理施設整備事業の採択を
　　受けて行う地方単独事業�
３．対象者　当該事業により利益を受ける者�
４．分担金　分担金65万円�
５．工事完了後新規に加入する者の取扱い�
　・新規に加入する者は、町に上記分担金を収
　　めます。�
　・公共桝の設置は自己負担で行った後、町の
　　竣工検査を受け、町に寄付採納します。�
６．その他�
　　維持管理、修繕工事に係る分については、
　　分担金は徴収しません。�

・現在、藤巻地区で実施しており、工事については完了してい
　ます。�
・負担金については、65万円とします。�
・新規に加入する者は、地方自治法224条により新市に負担金を
　納入します。�
・新規加入者の公共マスの設置については、自己負担で設置し
　た後にしゅん工検査を受け新市に寄付採納してもらいます。�
・新規事業計画地区は、負担金を農業集落排水事業と同じ工事
　費の30％とし徴収します。�

１�市町村費負担臨時教
職員等配置事業�

４市町村で実施していますが雇用形
態、賃金に差異があります。�
合併時、学力向上支援加配職員を、
県の加配が縮小したり、小規模校で
加配がつかず今までの学習展開がで
きにくい学校に対して、学力向上の
ために教員を配置します。�

・町費負担専科職員を配置�
・教員免許資格　有�
　町立望月中学校　１名　英語�
　一般職員（一般職給与表による）�

新市において、各学校の実情により配置します。�

２�学校給食施設の充実�臼田町・浅科村・望月町は共同調理場方式（センター方式)で実施しています。�
佐久市は共同調理場方式と自校方式で実施しています。�
合併時は現行どおりとし、それぞれ共同調理場方式、自校方式を継続します。�
佐久市の自校方式で実施している佐久市城山小学校は合併後南部給食センターに統合し共同調理場方
式に移行します。�

〔平成15年度実績〕�
１．給食実施校�
　　望月中学校給食センター�
　　小学校３校、中学校１校�
　　春日小学校 自校�
２．給食食数（１日あたり）�
　　望月中学校給食センター　838食�
　　春日小学校　193食�
３．年間給食日数�
　　小学校　203～205食�
　　中学校　205食�
４．給食費�

事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

３�文化会館使用料� 浅科村、望月町で実施していますが、
使用料に差異があります。�
合併時、現行どおりとし、新市にお
いて他の類似施設との整合性を図り
ます。�

駒の里ふれあいセンター使用料（下表参照）�使用料減免規定を全面的に見直し、他の類似施設との整合性を
図ります。�

４�女性問題研究会� 佐久市が単独で実施しています。�
合併時、佐久市の例によります。�

佐久市規約を改正し調整します。�
�
佐久市女性問題研究会�
　男女共同参画社会の実現に向けての研究や学習を行い推進活
　動を目的とし、目的に賛同する佐久市内の個人で佐久市女性
　リーダー養成研修生をもって組織する。現在は会員数が100名。�

　　小学校　年額 48,000円（１食あたり234円）�
　　中学校　年額 54,000円（１食あたり263円）�
５．職員�
　　望月中学校　８名（内臨時１名）�
　　県費栄養士　１名�
　　春日小学校　２名（内嘱託１名）�
　　県費栄養士　１名�
６．給食会計は別会計で行っています。�
７．望月町学校給食共同調理場（小学校４校、
　　中学校１校の共同調理場）が平成16年１月
　　に完成、４月より稼動。職員10名、米飯給
　　食実施（週３回）により給食費の値上げを
　　予定。�

区    分� 時                間� 使用料（円）�

ホ
　
ー
　
ル�

平
　
　
日�

土
日
曜
日
・
休
日�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

4,000�

5,500�

6,000�

9,500�

11,500�

15,500�

4,500�

6,500�

7,000�

11,000�

13,500�

18,000

区  分� 時                間� 使用料（円）�

和
　
　
室�

音  

楽  

室�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

500�

700�

800�

1,200�

1,500�

2,000�

600�

900�

1,100�

1,500�

2,000�

2,600

区  分� 時                間� 使用料（円）�

会  

議  

室�

講 

習 

室 

１�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

1,100�

1,500�

1,800�

2,600�

3,300�

4,400�

600�

900�

1,100�

1,500�

2,000�

2,600

区  分� 時                間� 使用料（円）�

講 

習 

室 

２�

午前９時～正午まで�

午後１時～午後５時まで�

午後６時～午後１０時まで�

午前９時～午後５時まで�

午後１時～午後１０時まで�

午前９時～午後１０時まで�

300�

500�

700�

800�

1,200�

1,500

平日とは月曜日から金曜日までをいいます。休日

とは国民の祝日に関する法律に規定する休日。営

利を目的として使用する場合及び町外の団体等が

使用する場合は、当該区分に定める額の100分の

200に相当する額とします。�
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事 務 事 業 等 名 称� 調    整    案� 調  整  案  の  詳  細� 望 月 町 の 現 状�

５�地区公民館活動の委
託金補助金�

4市町村で実施していますが、委託
金・補助金額に差異があります。�
合併時、現行どおりとし、合併後３
年以内に補助金の調整を図ります。�

分館活動補助金　　2,400千円�
　　４館×600,000円�
　　４分館の活動に対する補助�
　　分館長・主事手当、施設の維持管理費は含
　　みません。�
（区館に対する補助制度はありません。）�

公民館事業は各市町村において歴史、伝統、文化に由来するこ
とが多く、合併時は現行どおりとし、３年以内に補助金の基準
を統一していきます。�

６�スポーツ大会� ４市町村が実施していますが、大会
の種類及び参加料金に差異がありま
す。�
大会の種類は住民ニーズを把握して
決定します。参加料については統一
します。�

下表参照�受益者負担を原則とし、参加費について各市町村に差異があり
ますが、新市において参加費を統一していきます。大会の種類
は各市町村の今までの事業を尊重しながら、住民ニーズを把握し、
調整を図ります。�

第５回合併協議会開催のお知らせ�
�
○日時　５月１２日（水）午後４時～�
○場所　佐久市役所　８階大会議室�
�
～会議は傍聴できます～�
会議開始１５分前に傍聴証を配布します。（定員２０名）定員を超えると抽選
になりますが、モニター視聴もできますので、傍聴にお出かけください。�

事務事業すり合わせ調整案の内容が閲覧できます�

　　・公開窓口　役場総務課企画係（合併対策室）�

　　・公開日時　午前９時～午後５時（役場閉庁日不可）�

合併に関するご意見・お問い合わせ先�

　合併対策室　（有）２０８１�

区分� 大   会   名� 参加資格� 参加費等�

町
　
　
主
　
　
催�

元旦マラソン（10km、5km、�
2.5kmコース）�

町民�

町　民�

町民及び�
町内勤労者�

プレー費9,600円（昼食・�
税別）、参加費1,000円�

中学生以下1,000円�
高校生以上1,500円�

ゲートボール大会�

町民ゴルフ大会�

マレットゴルフ大会�

�強歩大会（望月町体育館発着�
　42km・夜間）�

グラウンドゴルフ大会�

区分� 大   会   名� 参加資格� 参加費等�

体
育
協
会
主
催� 地区対抗卓球大会�

小中学生卓球大会�

町民�

町民�

（４地区選抜　野球２、男子バレー１、�
女子バレー２チーム）�

参加費200円�

４地区選抜　男女１チーム�

マレットゴルフ大会�

地区対抗野排球大会�

ゲートボール大会�

グラウンドゴルフ大会�

バドミントン大会�
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